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（１）救済制度に関する情報提供の拡充及び見直し

○パンフレット等の見直し

・ 小冊子「ご存知ですか？健康被害救済制度」の記載内容の見直し
・ 医薬品副作用被害救済制度のリーフレットの内容の全面的な見直し

⇒新規リーフレットの作成

○各種診断書に対応する記載要領の更なる拡充

・今年度上半期においては、感染救済給付

について見直しを実施。

○請求書類の入手方法の簡便化

・ホームページから請求書類のダウンロードが可能であることについて、相談窓口に
おいて、引き続き周知を行っている。

ホームページに掲載

６月実施

９月実施

７月実施
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（２）相談窓口の円滑な運営確保

平成２２年度１０月末までの相談件数 ⇒ 9,085件
（内訳：通常の相談 4,621件、外箱表示による相談 4,464件）

【参考】
平成２１年度同時期における相談件数 ⇒ 28,017件

（内訳：通常の相談 5,030件、外箱表示による相談 22,987件）

通常以外の相談件数減少に向けた取り組み

○案内ガイダンス（対応録音テープ）導入の効果

一般用医薬品の外箱表示（「副作用被害救済制度」、「機構のフリーダイヤル番号」の表示）に伴う救済制度
の相談以外の電話（製品の照会や苦情など）が膨大であったことから２１年９月２５日より導入

関係部門との連携及び情報共有の強化

○「医薬品・医療機器相談窓口」（安全部門）との間で、相談内容について随時文書等で確認

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
平成２２年度

１０月末

相談件数 ６，４２７件 ７，２５７件 １７，２９６件 ３４，５８６件 ９，０８５件

アクセス件数 ５１，８１０件 ６３，８４３件 ６７，７１１件 ８７，１０９件 ５４，４６１件

【相談件数・ホームページアクセス件数】



・ について改訂しホームページに掲載

・ についても、今年度末までに同様の実施を予定

・第３次開発に着手

・ を今年度中に実施

4

（３）請求事案処理の迅速化の推進

【中期計画達成に向け、下記について実施もしくは実施を予定】

＊達成率＝当該事務処理期間以内の処理件数/年度の総件数

平成２５年度までに、各年度に支給・不支給決定をした全決定件数のうち、６０％以上を

６ヶ月以内に処理できるようにする。

第2期中期計画（平成21～25年度）

〈８カ月以内〉 〈６カ月以内〉

【２１年度計画・実績】 70％以上を維持 ⇒ 74.0％ （＊） 処理できる件数の増加⇒ 355件→360件

【２２年度計画】 70％以上を維持 対前年比１０％増加 ⇒目標件数：396件/年

<１０月３１日実績> 75.8％ （＊） 239件 /10月末

感染救済給付

無顆粒球症

進捗管理等の充実化解析・検索等の調査支援機能強化

間質性肺炎

業務システムの強化

疾患別に対応する診断書記載要領の拡充
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年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
平成２２年度

１０月末

請求件数 ７８８件 ９０８件 ９２６件 １,０５２件 ５８７件

決定件数 ８４５件 ８５５件 ９１９件 ９９０件 ５９４件

支給決定
不支給決定
取下げ件数

６７６件
１６９件

０件

７１８件
１３５件

２件

７８２件
１３６件

１件

８６１件
１２７件

２件

５２１件
７１件

２件

処理中件数 ※１ ６２４件 ６７７件 ６８４件 ７４６件 －

達成率（８ケ月）※２ ６５．３％ ７４．２％ ７４．３％ ７４．０％ ７５．８％

達成率（６ケ月）※３ ４０．７％ ４２．９％ ３８．６％ ３６．４％ ４０．２％

処理期間（中央値） ６．６月 ６．４月 ６．５月 ６．８月 ６．４月

【副作用被害救済の実績】

※１ 各年度末時点の数値
※２ 当該年度中に決定されたもののうち、８ケ月以内に処理できたものの割合
※３ 当該年度中に決定されたもののうち、６ケ月以内に処理できたものの割合
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【感染救済の実績】

※１ 各年度末時点の数値
※２ 当該年度中に決定されたもののうち、８ケ月以内に処理できたものの割合
※３ 当該年度中に決定されたもののうち、６ケ月以内に処理できたものの割合

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
平成２２年度

１０月末

請求件数 ６件 ９件 １３件 ６件 ３件

決定件数 ７件 ５件 １１件 １０件 ０件

支給決定
不支給決定
取下げ件数

７件
０件
０件

３件
２件
０件

６件
５件
０件

８件
２件
０件

０件
０件
０件

処理中件数 ※１ １件 ５件 ７件 ３件 －

達成率（８ケ月）※２ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ －

達成率（６ケ月）※３ １００．０％ １００．０％ ８１．８％ １００．０％ －

処理期間（中央値） ３．８月 ３．８月 ５．２月 ５．４月 －
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（４）保健福祉事業の適切な実施と拡充

ア．医薬品による重篤かつ希少な健康被害者に係るＱＯＬ向上等のための
調査研究事業

調査研究班会議を開催(平成２２年１０月２９日）

・平成２１年度報告書の取りまとめ及び今後の調査研究事業のあり方等について検討
（平成22年度調査研究協力者 ６６名）

・当該報告書とりまとめ完了後 ⇒ PMDAホームページにおいて公表予定

イ．精神面などに関する相談事業

・医薬品の副作用及び生物由来製品を介した感染等により健康被害を受けた方
及びその家族が対象

・精神面のケア及び福祉サービスの利用等の関する助言を実施

・ＰＭＤＡにおいて福祉の資格（精神保健福祉士・社会福祉士）を有する専門家を配置

・平成２２年１月から実施

・平成２２年度１０月末までの相談件数は２１件
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（５）スモン患者及び血液製剤によるＨＩＶ感染者等に対する
受託支払業務等の適切な実施

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
平成２２年度

１０月末

受給者数
件

２，３８１
件

２，２６９
件

２，１８０
件

２，０７５
件

２，００８

支 払 額
千円

1,683,500
千円

1,601,134
千円

1,531,745
千円

1,457,724
千円

630,614

内訳
健康管理手当
介護費用（企業分）
介護費用（国庫分）

千円
1,251,622
315,027
116,850

千円

1,191,245
299,108
110,781

千円

1,140,517
284,981
106,247

千円

1,089,491
268,749
99,485

千円

436,223
147,315
47,076

①スモン関連業務（受託・貸付業務）

国や製薬企業からの委託を受けて、スモン患者に対して健康管理手当及び介護費用の支払い
を行う（受託・貸付業務）とともに、財団法人友愛福祉財団の委託を受け、HIV感染者、発症者に
対する健康管理費用等の給付業務を適切に行っている（受託給付業務）。

業務の実施に当たっては、個人情報の取り扱いに配慮
「個人情報取り扱いガイドライン」等に基づき、

・個人情報の含まれる書類については施錠出来る保管庫に収納
・個人情報を含むシステムについてはパスワード管理



②ＨＩＶ関連業務（受託給付業務）

区 分
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

平成２２年度
１０月末

人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

調査研究事業 618 334,653 603 327,857 586 320,122 566 313,676 561 154,730

健康管理支援事業 120 210,000 117 224,796 121 211,800 120 210,600 116 103,500

受託給付事業 3 8,678 3 8,084 2 6,300 2 6,300 2 2,625

合 計 741 553,331 723 560,737 709 538,222 688 524,882 679 260,855

9

「調査研究事業」・・・エイズ未発症者に対する健康管理費用の支給

「健康管理支援事業」・・・裁判上の和解が成立したエイズ発症者に対する発症者健康管理手当の支給

「受託給付事業」・・・裁判上の和解が成立していない輸血用血液製剤によるエイズ発症者に対する特別手当等の給付
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（６）特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎
感染被害者に対する給付業務等の適切な実施

【給付】
受給者数：168人、支給額：34億8千万円

【拠出金徴収】
平成21年度より拠出金徴収業務を開始

22年度上半期における実績 ⇒ 製造業者２社 納入額34億15百万円

平成20年１月16日より「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤による
Ｃ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特別措置法」に基づく
給付金支給業務を実施

２２年度上半期実績（10月末現在）

＊業務の実施にあたっては、個人情報の取り扱いに配慮

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
平成22年度

１０月末

受給者数 108人 660人 661人 168人

うち追加受給者数 0人 4人 22人 12人

給 付 額 2,360,000千円 13,632,000千円 13,748,000千円 3,481,000千円

うち追加給付額 0千円 68,000千円 272,000千円 200,000千円

拠出金納入額 0千円 0千円 12,344,200千円 3,414,717千円
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（７）拠出金の効率的な徴収

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
平成22年度

１０月末

製造販売業
対象者
納付者数

７７８件
７７８件

７６２件
７６２件

７５３件
７５２件

７４３件
７４２件

７１８件
７０２件

薬 局
対象者
納付者数

９，００２件
８，９６８件

８，３４６件
８，３０９件

８，０４７件
８，０１５件

７，６２８件
７，５９８件

７，１３２件
６，８８０件

合 計
対象者
納付者数

９，７８０件
９，７４６件

９，１０８件
９，０７１件

８，８００件
８，７６７件

８，３７１件
８．３４０件

７，８５０件
７，５８２件

収 納 率 ９９．７％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．６％ ９６．６％

拠 出 金 額 ３，２４９百万円 ３，０５７百万円 ３，７３０百万円 ３，７９０百万円 ３，９７５百万円

９９％以上

数値目標 １０月末実績

副作用拠出金

許可医薬品製造販売業者
・対象者718者のうち702者が申告 収納率：97.8％
・未申告業者に対しては、はがき及び電話による催促を実施

薬局医薬品製造販売業者
・効率的な収納と収納率の向上を図るため、（社）日本薬剤師会に収納業務を委託
・年３回報告を受けることとしている（9月、11月、12月）
・１０月末（11月報告分まで）⇒7,132薬局のうち6,880薬局が申告 収納率：96.5％

９６．６％
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対象となる許可生物由来製品製造販売業者92者のうち92者から申告があり、収納率は
100％であった。

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成2１年度
平成22年度

１０月末

製造販売業
対象者
納付者数

１０１件
１０１件

９８件
９８件

９６件
９６件

９７件
９７件

９２件
９２件

収 納 率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

拠 出 金 額 ５５６百万円 ５７４百万円 ６２０百万円 ６３１百万円 ６９３百万円

９９％以上 １００％

数値目標 １０月末実績

感染拠出金
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